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日本では高校進学率は 98.8％と 10 代の大半が学校教育に与る（通信制を含む）。高校生
の 16 人に 1 人（6.1％）は通信制に在籍、通信制高校生の 83.9％は 18 歳以下である（学
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校との関わりで論じたミクロな視点（内田  2016）から、高校教育全体と通信制高校の関係






























設立）をすべて含めることを意識し、1 校につき 2 名以内とした。以上のもとで選ばれた
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研究協力者（計 15 名）の属性は表 1 の通りである。なお、研究協力者の選定にあたって
通信制高校・大学に関連する専門団体の協力を得た。  
 
表 1 研究協力者の属性 
研究協力者  所属等  通信制教員歴／教員・研究歴  
高校  A・B 公立高校教員・政令指定都市  10 年以上／15 年以上  
C・D 公立高校教員・上記以外  10 年以上／20 年以上  
E・F 私立・広域通信制教員・1960 年代設立  15 年以上／15 年以上  
G・H 私立・広域通信制教員・1990 年代以降設立  15 年以上／15 年以上  
大学  I 国公立・通信教育研究者  －／15 年以上  
J 私立・通信制教員  9 年／15 年以上  
K・L 私立・通信制教員（兼通信教育研究者）  15 年以上／30 年以上  
M 私立・通信制教員  30 年以上／30 年以上  
N・O 私立（N は元私立高校、O は元公立高校）  15 年以上／35 年以上  
 
２）データ収集・分析の方法 
調査の時期は 2018 年 11 月～2019 年 3 月で、半構造化インタビューにより、同意のも
と録音を行った。インタビューは対面で、研究協力者の所属校の個室、または希望する場
所で行った。所属校以外の場所には、研究者の所属校または研究者・研究協力者がともに

























は概念とカテゴリの一覧で、次々頁の図 1 は結果図である。文章中では《 》で概念を、
【 】でカテゴリを示す。表 2 に示されるように、本論文の対象となる「社会の変化や高
校教育の変化と通信制高校の変化の関わり」に関して、データから 40 個の概念が抽出さ
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表 2 概念とカテゴリの一覧 
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図 2 高校教育全体の変化の通信制高校への影響 
 







校では、以前は卒業に 4 年以上を要しており、現在も 4 年修了を基本とする高校も存在は
する。しかし、特に私立では、そして公立においても 3 年卒業の割合は高い。ここには、























【多様な進学理由】が存在する。そこには 3 名以上の教員から指摘に限っても 8 つの理由
がある。まず、多くの教員が、生徒の 大の理由と指摘したものには《高卒の追求》があ
り、近年は《大学進学の志向》も増えているという。そして、《中退者の受け入れ》も進学
理由の 1 つであり、通信制高校の重要な機能である。  






















そして、【多様な進学理由】を踏まえ 2 点が指摘された。1 つめが【生徒の若年化】であ
り、2 つめは、《紋切型にできない生徒の課題》というような生徒が抱える課題の多様さで
ある。前者は「男女層はあんまり変わらないと思うんですけど、若い子が増えてるなとい





































あって、70 歳とか 60 歳とかの方が学びに来られる。」と述べ、こうした 10 代という特定
の世代に縛られずに高校教育を提供する機能は公立や私立伝統校特有であり、それらの高
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校での学習環境への安心感が、10 代に限らない多様な生徒を惹きつけると言えるだろう。 
こうした高校では、10 代の 3 年での卒業が中心であっても、同時にそれ以外の可能性も
残されている。その象徴とも言える概念が、《3 年で卒業の重視》と対概念の《4 年卒業も
大切であるという考え方があること・あったこと》である。例えば、教員 B は、3 年制の
制度化当初に「生徒が焦ってばたばたするという風なこと、あせらせるのは良くない」と
いう考え方があった時期を経て 3 年制主流になっていったことを指摘する。また、教員 D
の高校は 4 年制を敷きながら 3 年でも卒業できる仕組みを取っており、「入るときは 3 年
で卒業すると（思っている）。結局、現実問題、学習障害やらいろんな心理的状況でそれが
延びていって、4 年 5 年とかというのが多いですね。」と述べ、また、病弱な生徒などでは




「4 年卒業」の発想も個々のペースでの学びの重視の点で、また大切ではないだろうか。  
《世代や背景を超えた機会均等》の観点は 10 代の時に高校を卒業できなかった生徒に
もたらす効果も大きい。それを指摘したのが《高卒による自己評価の変化》である。ここ




らって、自信もつけてもらって外に出てもらえれば」（教員 H）という内容が見られた。  
さらに、《世代や背景を超えた機会均等》の機能が公立と私立伝統校の教員のみに表れた
ことにも関わり、関連事項として「卒業」「退学」の課題がこれらの高校の教員から語られ
た。その中には《卒業率の課題》があり、教員 D が「途中からの方が、例えば 2 年の転編

























かの校内調査があるかについて聞いたが、追えている旨の回答は 1 校のみであった。  













もう 1 つが《背景を超えた他者尊重》である。教員 D はやんちゃな生徒が 70 代のおば













の課題》を受けた教員の取り組みについて、3 つのアプローチが抽出された。  
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逆に公立高校の教員が主に指摘したことが 2 つあり、1 つは《明確な進路決定の少なさ》、
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The current  status and future direction in correspondence high schools   
in Japan 
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This paper examines the functions of correspondence education, particularly at the high 
school level. It also evaluates the social and environmental changes that influence the 
ascertained functions on the basis of an interview survey of 15 high school and university 
educators, analyzed by the M-GTA method. Data analyses showed that the circumstances 
confronting all high schools, rather than the prevailing social environment, govern the 
present conditions of correspondence high schools. In addition, students have varied 
reasons for enrolling in correspondence schools, which evince some notable characteristics. 
First, uniquely for Japanʼs school system, correspondence high schools greatly value 
attendance without punishing students for absenteeism. Second, correspondence schools 
inculcate trust-based relationships and respect for others among their students, as well as 
a sense of responsibility for the freedoms they enjoy. However, because of the diversity and 
enrollment reasons of correspondence high school students, teachers have various dilemmas 
about the need to personalize their students. Finally, some differences were observed 
between the results and the outcomes of Ishihara (2021) who asserts that correspondence 
universities are socially influenced rather than being affected by the conventional university 
system and that the traditional university system also exerted an impact on plans to 
ameliorate correspondence education. This study's findings are contrary to Ishihara's and 
suggest that the problem awareness of correspondence schools gave suggestions for high 
school education. 
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